
実績値 目標値

H27 H27

施策目標Ⅰ　安全安心な食品の確保

 基本施策（１）安全な農作物の提供の推進

ア　生産現場における農薬の適正使用

① 件/年 109 100 A 営農支援課

② 回/年 9 10 B 営農支援課

イ　農薬の管理を含めた総合的な自主管理体制の取組み

③ 人 54 99
(H31目標値)

- 営農支援課

④ 人 862
※

942
(H31目標値)

- 営農支援課

⑤ 件 449 472
(H31目標値)

- 営農支援課

⑥ ％/年 104 100以上 A 生活衛生課

　基本施策（２）安全な畜産物・水産物の提供の推進

ア　ＴＳＥ（ＢＳＥ）対策の推進

⑦ 戸/年 45 45 A 畜産課

⑧ 回/年 10 8 A 生活衛生課

⑨ ％/年 96 100 B 生活衛生課

⑩ ％/年 127 100 A 生活衛生課

ウ　動物用医薬品等の適正使用の促進と監視指導の充実

⑪ 件/年 46 45 A 畜産課

⑫ 件/年 15 15 A 畜産課

⑬ ％/年 99 100 B 生活衛生課

エ　水産用医薬品の適正使用の促進と残留検査の実施

⑭ ％/年 100 100 A 水産課

⑮ 回/年 1 1 A 水産課

オ　家畜伝染病発生予防及び危機管理体制の強化

⑯ 回/年 7 4 A 畜産課

資料２

平成27年度　数値目標及び実績一覧　　　　　調査票１

施 策 項 目 単位
実施
状況

担当課

エコファーマー認定件数（累計）

特別栽培農産物認証件数(累計）

ウ  残留農薬検査等の実施

※ H28推進本部で 「７１７」 → 「９４２」 へ上方修正

 施策１　生産・出荷段階における安全安心の確保

農薬販売店に対する立入検査件数

農薬適正使用講習会の開催回数

国のガイドラインに基づいたＧＡＰの導入農家数（累計）

と畜場・食鳥処理場職員への講習会開催回数

と畜場の監視回数（監視予定回数の達成率）

食鳥処理場（大規模・認定小規模）の監視回数
（監視予定回数の達成率）

流通農産物の残留農薬検査項目数
（検査実施予定数の達成率）

動物由来たんぱく質の混入防止にかかる指導戸数

イ　と畜検査・食鳥検査の実施及び食肉・食鳥肉の衛生確保の推進

養殖経営体数に対する指導経営体数の割合

水産用医薬品使用実態調査の実施回数

家畜伝染病発生予防及び危機管理体制の強化に係る連絡
会議の開催回数

動物用医薬品の適正使用及び販売の調査件数

飼料等の製造・流通段階における検査や指導数

畜・水産食品の残留抗生物質検査数
（検査実施予定数の達成率）



実績値 目標値

H27 H27

施策２　製造・加工・調理・流通・販売・消費段階における安全安心の確保

　基本施策（３）食品の製造・調理・販売段階における安全確保　

ア　食品関連事業者に対する監視指導

⑰ ％/年 112 100以上 A 生活衛生課

イ　食品関連事業者の自主管理の促進

⑱ 回/年 262 250 A 生活衛生課

⑲ 回/年 20 12 A 生活衛生課

⑳ 件/年 5,000 4,600 A 生活衛生課

ウ　食品収去検査の実施

㉑ ％/年 112 100以上 A 生活衛生課

エ　流通食品の放射性物質検査の実施【新規追加】

㉒ ％/年 100 100 A 生活衛生課

オ　学校給食の安全性の確保

㉓ 施設/年 130 132
※ A 保健体育課

㉔ 回/年 5 5 A 保健体育課

　基本施策（４）食品表示の適正化の推進

ア　各法律に基づく監視指導の充実

㉕ 件/年 11,090 6,300 A
生活衛生課、流
通･加工推進課、

健康長寿課

㉖ 件/年 303 300 A 健康長寿課

㉗ 件/年 131 随時 ― 消費・くらし安全課

㉘ 回/年 2 2 A 消費・くらし安全課

イ　適正な食品表示の促進

㉙ 回/年 95 5 A
生活衛生課、流
通･加工推進課、

健康長寿課

㉚ 回/年 7 3 A 消費・くらし安全課

㉛ 回/年 1 1 A 薬務疾病対策課

　基本施策（５）輸入食品の安全対策の強化

ア　検疫所と連携した監視体制の充実（数値目標なし）

㉜ 生活衛生課

食品施設監視指導回数（監視指導実施予定数の達成率）

平成27年度　数値目標及び実績一覧　　　　　調査票１

施 策 項 目 単位
実施
状況

担当課

食品の収去検査検体数（検査実施予定検体数の達成率）

流通食品の放射性物質検査検体数
（検査実施予定検体数の達成率）

定期点検を実施する学校給食施設数

食中毒予防のための講習会開催回数

食品衛生責任者養成講習会開催回数

食品関連事業者団体による巡回指導件数

景品表示法に関する相談及び表示指導件数

景品表示法に基づく観光土産品の表示指導回数

食品表示法等に関する表示講習会開催回数　（新規）

学校給食関係者に対する研修会の開催回数

食品表示法に関する巡回調査・点検件数　(新規）

健康増進法の誇大表示に係わる巡回調査件数　（新規）

※ うち、２施設は休止・廃止

景品表示法に関する表示講習会開催回数

医薬品医療機器等法（旧：薬事法）に関する表示講習会開
催回数

平成27年度は、合同監視は実施していないが、南部保健所及び那覇市保健所並びに那覇検疫所と保健
所の間で２回情報交換会を実施した。



実績値 目標値

H27 H27

　基本施策（６）食品の安全に関する調査・研究の推進

ア　農薬の使用量低減のための研究の推進

㉝ 課題/年 2 2 A 営農支援課

イ　家畜の疾病予防及び原因究明のための病性鑑定の充実

㉞ 件/年 13,826 7,000 A 畜産課

ウ　食中毒についての調査研究

㉟ ％/年 100 100 A 生活衛生課

エ　食品検査施設における信頼性の確保

㊱ 施設/年 8 8 A 生活衛生課

㊲ 回/年 2 2 A 生活衛生課

㊳ 施設/年 2 2 A 生活衛生課

　基本施策（７）緊急事態における体制の維持・強化

ア　緊急時の関係各課の連携の推進（数値目標なし）　

㊴ 生活衛生課

施策3　食品の安全性確保のための体制の充実

平成27年度　数値目標及び実績一覧　　　　　調査票１

施 策 項 目 単位
実施
状況

担当課

内部点検の実施施設数

精度管理（微生物・理化学）の実施回数

外部精度管理調査への参加施設数

化学合成農薬低減に向けた試験項目

疾病原因の究明を行った検査頭羽数

食中毒汚染実態調査検体数
（調査実施予定検体数の達成率）

平成27年度は、全庁的な危機管理対応が必要となる緊急事態は発生していないため、緊急時の招集は
行っていない。



実績値 目標値

H27 H27

 施策目標Ⅱ　食品に対する安心感の提供

　基本施策（８）安全安心な食品に関する知識の普及啓発

ア　一般消費者の食品に関する理解促進

㊵ 人/年 59 随時 ― 消費・くらし安全課

㊶ 人/年 341 随時 ― 消費・くらし安全課

㊷ 回/年 5 5 A 生活衛生課

イ　幼児・児童生徒の食品に関する理解促進

㊸ 人/年 400 300 A 消費・くらし安全課

㊹ 回/年 11 11 A 保健体育課

ウ　学校給食における食物アレルギーへの対応（新規追加）

㊺ 回/年 11 11 A 保健体育課

　基本施策（９）優良な県産食品の推奨

ア　優良県産品の推奨

㊻ 回/年 7 8 Ｃ ものづくり振興課

イ　県産食品のブランド化

  基本施策（１０）食品に関する正しい情報の提供

ア　迅速な情報提供の推進

㊼ 回/年 41 随時 ― 生活衛生課

㊽ 回/年 8 随時 ― 生活衛生課

㊾ 回/年 2 随時 ― 消費・くらし安全課

  基本施策（１１）意見交換会の充実

ア　県民、食品関連事業者との意見交換会の開催

㊿ 回/年 1 1 A 生活衛生課

51 回/年 1 1 A 消費・くらし安全課

 施策４　食品の安全性に対する理解促進

地域に講師を派遣する移動講座の受講者数

各学校に講師を派遣する消費者学習教室の受講者数

食中毒予防イベント開催

平成27年度　数値目標及び実績一覧　　　　　調査票１

施 策 項 目 単位
実施
状況

担当課

 施策５　安全安心な県産食品の推奨

優良県産品の展示・宣伝回数

目標なし（個別に取り組み）

 施策６　食品の安全に関する情報の提供、公開、意見交換の推進

消費者への啓発のための親子実験教室受講者数

給食だよりの発行数

学校給食アレルギー献立表の発行数

食品の安全安心に関する意見交換会の開催回数

消費者との意見交換会開催回数

食品の安全安心に関する情報の発信

食中毒情報の公表数

食品の安全性に関する簡易検査の実施回数


